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覇権を争うEコマース企業とラストマイルの進化
E commerce companies' struggle for market supremacy and

evolution of last mile service

栗原 啓 * 1 ・立原 繁 * 2

KURIHARA Akira and TACHIHARA Shigeru

【要旨】　Ｅコマースの発達は店舗でモノを買う当たり前の行動を根本的に覆し携帯端末さえあれば場所を問わず何時でも

買物が可能となっている。しかし，この利便性も消費者による自宅と店舗との移動がなくなったに過ぎず実際には物流事業

者がその移動を担っている。海外では注文した商品の受取場所の多角化も急速に進んでいる。本稿では，覇権を争う E コ

マース企業とラストマイル配達の現状を考えていきたい。人手不足にある日本の宅配事業者の状況も検証する。B-C E コ

マース企業による物流業界への影響力は大きくその E コマース企業のビジネスモデルの研究は必要である。海外の巨大な E

コマース企業の最新技術を融合させた技術・発想・ラストマイル等は，将来の日本や日本企業が進むべき道しるべになるの

ではないかと考える。

【Abstract】　The development of e-commerce has fundamentally changed customer the shopping patterns customers 

do in brick-and-mortar stores. Online shopping has made it possible for customers to buy almost everything from 

wherever via mobile devices. In reality, this convenience has manifested itself by delivery companies shipping 

merchandise from stores to fulfill these customers’ orders. Receiving points of goods ordered online is rapidly being 

diversified. This paper presents that situation of the world’s e-commerce and that of Japan. It also discusses Japan’s 

home delivery service under the challenging situation a shortage of labor. It is important to study the business models 

of B 2 C e-commerce companies which have big influences on the logistics industry. The development of e-commerce 

industry has been changing the ways of traditional business. Examining the methods of global e-commerce companies 

with the latest technology, ideas, and last mile delivery, might show what Japan and its companies should strive for.
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1 　はじめに

E コマース企業はグランドデザインの中で産業横断的に
ビジネスチャンス獲得と覇権をめざしている。その中でも
オンラインショッピングで買い物した商品を利用者に受け
渡すかは最も重要な作業であり，受取場所の多角化が大き
な課題だ。米国のアマゾンでは高級スーパーの買収を通し
て配達に頼らないネットワークの構築も図っている。ウォ
ルマートはオンラインショッピングの商品の受け渡しを実

店舗でも行っている。UPS や FedEx も宅配に頼らない受
け渡しのアクセスポイントの充実を進めている。配送作業
の自動化の研究として，配達車両の自動運転の開発も E コ
マース企業，IT 企業や自動車企業等を巻き込んで進んで
いる。スマートフォンのアプリを活用したウーバー型の配
達方法も海外では普及しつつある。特に労働力不足が深
刻な日本では再配達の削減や利用者の利便性に応えるため
配達ボックスを E コマース企業や物流企業が設置に積極
的になっている。さらには，2016年の「改正物流総合効率
化法」により効率的な輸送方法の推奨がなされており各地
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域の特性に合った取り組みも進む。配達方法に関する立法
化事例では米国バージニア州がロボットの配達に関する法
律を成立させ時代の先取りしている。本校では，「Eコマー
スがもたらす大変革」，次に技術力を駆使した「アマゾン
の顧客囲い込み戦略」をあらわす。第 ３ 章では「日本の E
コマースの発達に伴って顕在化した物流業界の労働力不足
とその対応」について，最後にまとめとして「新たなビジ
ネスモデル」を述べる。

2 　E コマースがもたらす大変革

いちがいに E コマースというものの，そこには B-B
（ビジネス - ビジネス），B-C（ビジネス - 消費者）そし
て C-C（消費者 - 消費者）といったタイプの E コマー
スが混在している。ここでは1990年代以降一般消費者の
行動に大きくインパクトを与えている世界の B-C E コ
マースの現状に焦点を当て，世界各地域や各国別の市場
規模を考察した上で主な E コマース企業について特徴
や動向を探る。

当初 PC で行われていたオンライショッピングは，スマー
トフォンやタブレットの普及により広く行われるようにな
り，デジタル決済の発展も E コマースの拡大を後押しして
いる。E コマースファンデーション（オランダ）によると，
世界の E コマースによる B-C 取引額は2014年の約1.9兆米
ドルから2015年には $2.3兆米ドルへと拡大し，2015年には
世界73億人の人口うち14億が少なくとも一回はモノやサー
ビスを購入し，合計購入金額は ２ 兆2,722億米ドルで一人
当たりの購入額は1,582米ドルとしている1 ）。E コマースの
成立の前提となるインターネットの普及率は約25億人がイ
ンターネットにアクセスが可能。各地域別の普及率は北米

（78%），欧州（75%），ラテンアメリカ（56%）と続いてい
る。（図 1 ）

図 2 に示されているアジア太平洋地域の取引額では圧
倒的であるにもかかわらず，インターネットアクセスの

割合は39% と低いが，巨大な人口を抱えていることか
ら E コマース潜在性の高い。

2-1　世界各市場での動向
図 2 は世界各地域の取引高を示したものであるが，E

コマースの利用状況は PC やスマートフォンやタブレッ
ト等の普及に応じて国ごとに地域ごとにバラツキが当然
見られる。2015年のアジア太平洋市場の取引額は 1 兆
568億米ドルで世界でも最も E コマースの成長著しい。
北米市場（6,440億米ドル）や欧州市場（5,051億米ドル）
と比較して規模と成長率の点で目を見張るものがある。

各地域取引額（米ドル）
地域 2014 年 2015 年 成長率
世界 $1 兆 8,953 億 $2 兆 2,727 億 19.9%
アジア太平洋 $8,228 億 $1 兆 568 億 28.4%
北米 $5,725 億 $6,440 億 12.5%
欧州 $4,460 億 $5,051 億 13.3%
ラテンアメリカ $258 億 $330 億 28.0%
中東・北アフリカ

（MENA） $217 億 $258 億 18.6%

出典：E コマースファンデーション

図 2　各地域別取引額（米ドル）

ラテンアメリカ，中近東および北アフリカ（MENA）
については，ラテンアメリカ（330億米ドル）と MENA

（258億米ドル）である。それら地域の伸び率はラテンア
メリカ（28%），MENA（18.6%）で北米（12.5%）や欧州

（13.3%）を上回っており，E コマースは世界的に今後も
ますます成長余地が大きいことがわかる。

2-2　国別市場の動向
2015年の E コマースにおける B-C マーケットの世界

トップ10の市場は図 ３ の通り。上位10ヶ国が市場全体
の80% 以上を占有。中国（33.7%）と米国（26.2%）で
約60% となっており，英国（7.7%），日本（5.0%）が続
く。中国と米国を除いた他の ８ ヶ国を合計しても25%
を若干上回るに過ぎない。

取引額でも北米市場，欧州市場，アジア太平洋市場が
巨大市場であるのは一目瞭然であり，巨大な人口を抱え
る中国やインド等のアジア太平洋地域のプレゼンスはま
すます大きくなっていきそうである。例えば，利用者数
では中国の 4 億 8 千万がトップとなっており，米国の 1
億7,360万をはるかに上回っており世界の中国の人口規
模から見ても今後は E コマースをけん引することが読
み取れる。

地域ごとのインターネットアクセス（2015 年）
地域 インターネットアクセス オンライン人口
地域合計 45% 25 億 2,040 万
北米 78% 2 億 9,790 万
欧州 75% 5 億 1,580 万
ラテンアメリカ 56% 2 億 2,080 万
アジア太平洋 39% 12 億 2,320 万
中近東・
北アフリカ 38% 1 億 4,790 万

その他 21% 1 億 1,480 万
出典：E コマースファンデーション

図 1　地域ごとのインターネットアクセス（2015 年）



3

覇権を争う E コマース企業とラストマイルの進化

第 1 号（2018）

国別市場の E コマース売上高

国名 2015 年
（米ドル）

各国の
占有率 利用者数（人）平均購入額

1 中国 $7,665 億 33.7 4 億 1,330 万 $1,855 
2 米国 $5,951 億 26.2 1 億 7,360 万 $3,428 
3 英国 $1,742 億 7.7 4,340 万 $4,021 
4 日本 $1,144 億 5.0 7,690 万 $1,417 
5 フランス $719 億 3.2 3,600 万 $1,946 
6 ドイツ $662 億 2.9 5,160 万 $1,283 
7 韓国 $648 億 2.8 2,500 万 $2,591 
8 カナダ $357 億 1.6 1,800 万 $1,983 
9 インド $255 億 1.1 8,230 万 $310 
10 ロシア $228 億 1.0 3,000 万 $760 
出典：E コマースファンデーションのデータを基に独自に作成

図 3　国別の E コマースの状況

2-3　グローバルな E コマース企業
現在，中国を除いて世界には200万社から300万社の E

コマース企業が存在するとみられており，純粋な意味
での E コマース企業世界で10万社程度と想定されてい
る 2 ）。E コマース企業といっても，直販の総合通販の企
業，ショッピングモール型の企業，旅行関連に特化し
た事業者等が存在している。E コマース企業の取扱商品
は，電子書籍，デジタルビデオ，音楽ダウンロード等の
有料デジタルコンテンツ，旅行予約サービス，家電製
品，衣料品，スポーツ用品，食料雑貨，生活消耗品，
サービス，等にわたる。E コマース企業の傾向は実店舗
ビジネスへの参入を進めている。同様にして従来型の商
企業も E コマース事業への展開を図り販売チャネルの
融合を進めている。E コマースファンデーションの2015
年調査によると，世界での B-C 取引の内訳ではモノが
62% で，サービスが38% となっている 3 ）。

この B-C の E コマースを牽引している企業がアマゾ
ンである。

E コマース企業上位　10 社　（2017 年）

順位 企業名 本拠地 売上高
（億米ドル）

1 アマゾン 米国 1,360
2 アリババ 中国 156
3 Walmart 米国 130
4 オットー ドイツ 121
5 JD.com 中国 116
6 The Priceline Group, Inc. 米国 107
7 eBay 米国 89
8 楽天 日本 70
9 ザランド ドイツ 41
10 グルーポン 米国 31

出典：‌�“Top 10eCommerce Companies in the World 
2017”mba skool.com

図 4　E コマース企業上位 10 社（2017 年）

図 ４ で示しているように，世界のトップ10企業につい
て，売上ではアマゾン（1,360億米ドル）で第 １ 位，第
２ 位が中国のアリババで，第 ３ 位には世界最大の小売事
業者であるウォルマートがランクイン，以下グルーポン
までの順位となっている。一方，国別の企業ランクイン
については米国企業がトップ10に ５ 社が連ねている。こ
のランキングには中国企業が ２ 社もランクインしており
中国市場の巨大さがうかがい知れる。

各地域の E リテイラー上位　10 社
米国
 （2013 年）

欧州
（2013 年）

アジア
（2012 年）

ラテンアメリカ
（2013 年）

1 アマゾン 米 アマゾン 米 アリババ 中国 B2W Digital ブラジル

2 Apple 米 オットー 独 楽天 日本 Nova Pontcom ブラジル

3 Staples　 米 Staples　 米 360 Buy.com 中国 SACI Falabella チリ

4 ウォルマート 米 Home Retail 
Group 英 アマゾン 米 ウォルマート

ラテンアメリカ 米

5 シアーズ 米 テスコ 英 Suning 
Commerce 中国 NetShoes ブラジル

6
Liberty 
Interactive 
Cortp

米 Apple 米 Jia com 中国 Maquina de 
Vendes ブラジル

7 Netflix 米 Cdiscount.com 仏 eBay 米 Dell 米

8 メイシーズ 米 Tengelmann 独 51Buy.com 中国 アマゾン 米

9 Office Depot 米 Shop Direct 
Group 英 HappiGo 中国 Magazine 

Lulza　 ブラジル

10 Dell 米 Sainsbuys 英 Vamcl 中国 Saraiva e 
Sicillano ブラジル

出典："Information Economy Report 2015″UNCTAD, 25 Marcj 2015, pp25

図 5　各地域の E リテイラー上位 10 社

若 干 古 い 資 料 と な る が 国 連 貿 易 開 発 会 議
（UNCTAD）が2015年に発表した図 ５ の地域別のオン
ライン企業のランキングによると，実店舗が主体の企業
もランクインしている。例えば，米国では従来型の店舗
が主体のウォルマート，シアーズ，メイシーズが名前を
連ねている。デパートやスーパーもこの市場に商機を見
出していることと，E コマース企業への攻勢の表れであ
ろう。

主な事業者の特徴は次の通り。

⑴　アリババ（中国）
ジャック・マーが1999年に起業し2014年にニューヨー

ク証券取引所に上場。当時の市場価値で250億米ドル。
日本ではアマゾンに比べると知名度の点では劣るが中国
E コマース市場の63% を支配する企業でありグローバル
マーケットリーダーである。E コマースおよび決済サー
ビス等を世界190ヶ国に提供。アリババグループは，
B-B のアリババドットコム，C-C のタオバイ，B-C の
T モールに分けられる。T モールには 7 万を超えるオン
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ライン店舗，会員数6,500万人で，流通総額は 8 兆3,325
億円の規模とされている 4 ）。アリババはサーチエンジン
ンやデジタル決済サービスも提供，またローカルな利用
者向けにロジスティクスサービスも実施。さらには，中
国やアジア太平洋地域での市場だけでなくロシアでもプ
レゼンスを増している。2016年には中国国外の消費者向
けの中国国外の利用者向けのアリエクスプレスにおいて
ロシア最大の E コマースプラットフォームとなってい
る 5 ）。

⑵　ウォルマート（米国）
1969年創業。世界最大の小売事業者で2016年の全世界

での売上額は約 $485.9億米ドル 6 ）。全世界に約11,000店
舗を構え，サムズクラブ，ウォールマート・インターナ
ショナル，ウォルマート・アメリカの ３ 部門から構成
されており，ウォルマート・アメリカがウォルマート
全体の64% を稼ぎ出している 7 ）。中南米国にも進出が盛
んである。日本でも2005年にウォルマートが西友を子会
社化。近年ウォルマートの実店舗型のビジネスモデルが
苦戦しており E コマース強化のため，そのノウハウを
持つジェット・ドット・コムとシューバイを2016年に，
2017年にはムースジョーを買収している 8 ）。

一方で，実店舗と E コマースを融合したオムニチャ
ネル化に力を入れている。例えば，「ウォルマート・
ピックアップ・グローサリー」はオンラインで注文した
商品を店舗の駐車場に設けられた一角で受け取りが可能
なサービスである。この決済はオンライン上のみで行
い，ピックアップにかかる手数料は一切かからない 9 ）。
その他には，クレジットカードを持たない利用者向けに
オンラインでの決済を現金でも可能とする「ペイ ･ ウィ
ズ ･ キャッシュ」というサービスにもすそ野を広げてい
る10）。2016年，配車アプリケーションの米ウーバー社お
よびリフト社と提携し，生鮮食品や雑貨の当日配達サー
ビスの試行を始めた11）。グーグルとの提携でグーグルの
音声認識端末を用いたショッピングもスタート段階に
入っている12）。さらに，アマゾンのアマゾンゴーに対抗
してレジのいらない店舗の「プロジェクト・ケプラー」
の検討もある13）。

ウォルマートは35米ドル以上の買い物で会員でない利
用者にも無料の翌々日配達を行っている。ウォルマート
はオンラインで注文し利用者に商品の配達を行うことで
なく，商品の受取に店舗へ来る利用者に商品の割引を開
始した。現在，ウォルマートが実際にどの程度のラスト
マイルを実施いているかは明らかではない。

⑶　オットーグループ（ドイツ）
欧州最大級の E コマース企業。1995年に E コマース

に参入。売上の80% 以上はオンラインショッピングに
よるものである。主な取扱商品はスポーツ用品，ファッ
ションと家具。B-C ファッションとライフスタイルで
は欧州 １ 位。世界30ヶ国で事業を展開。オランダ，ドイ
ツ，ポーランドに一時雇用という形で雇用を創出してい
る。約 5 万人の従業員。マルチチャネル・リテイル，金
融サービス，サービスの ３ 分野から構成。2016年度売上
は 1 兆2,512億ユーロ。ドイツの物流企業のヘルメス・
グループを所有。EOS グループはオットーグループで
金融を担っている。ヘルメス・グループがサービス分野
を担っており倉庫・物流や商品調達だけでなく利用者へ
配達を実施。スターシップテクノロジーズ社が開発した
配達用のロボットを利用して小包の配送実験をハンブル
グやロンドンで実施。

⑷　京東商城 JD コム（中国）
1998年創業し2004年に B-C サービスへ参入。中国で

はアリババと並ぶ双璧であり中国最大のオンライン直販
企業。2017年の年間取引額は116億米ドル14）。JD コムは
家電製品の販売でシェアを伸ばしていたが，最近では家
電以外にもアパレルや日用品，化粧品等にも取扱商品
の幅を広げている。金融サービス充実のため米国の金
融テクノロジー企業のゼストファイナンス社とジョイ
ントベンチャーを立ち上げた15）。物流については，中国
国外の小売事業者が中国の消費者への商品配達の利便性
の向上のため，物流倉庫・通関手続・運送に強みがある
COSCO ロジスティクス（中国遠洋運輸集団公司）と戦
略的な協定を結んだ16）。

⑸　ザランド（ドイツ）
2008年にスタートし，2014年にフランクフルト証券取

引所に上場。従業員数は 1 万4,000名。ベルリンに拠点
を構えファッションポータルとして知られており欧州を
中心に展開。この特徴として「90日間の商品の返品」，

「配達後の支払い」，「追加料金なしでの迅速な配達サー
ビス」が可能であることが上げられる。実店舗戦略の一
環としてメンバー会員に対してはベルリン，ケルン，フ
ランクフルトでの店舗においてディスカウント料金での
商品の提供も行っている。ザランドでもフルフィルメン
トソリューションを外部パートナーに対して実施してい
る17）。
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⑹　グーグル（米国）
セルゲイ・ブリンとラリーページによって1998年に設

立され2004年に株式が公開された。主要子会社に You 
Tube がある。グーグルの主なサービスはインターネッ
トをベースとしたサービスと製品である。例えば，アン
ドロイド，サーチエンジン，オンライン広告，クラウド
コンピューティング，ソフトウェア，ハードウェアを提
供しブロードバンドサービスも実施。

グーグルのホームデリバリーサービスとしてグーグル
エクスプレスがある。全米の90% がサービスの対象と
なっている。このサービスには当日配達と翌日配達サー
ビスがある。テッククランチによると，このビジネスは
アマゾンプライムと競合するサービスとしている。広告
はグーグルの主要な収入源で全体の収入の80% を占め
ている。その他の収入はグーグルプレイストアでのアプ
リ，メディアコンテンツやハードウェアの販売，有料ビ
ジネスサービスからの課金となっている。

⑺　テスコ（英国）
オンラインで食品を取扱う世界最大級の草分け企業

である。2016年度の売上高は559億1,700万ポンド。従業
員数46万。2000年にはオンラインによる食品の取扱を
スタートし，2006年に食料品以外の EC サイトも開設，
180の小売事業者と提携している。テスコの強みとして
は高度に自動化された物流センターや自社物流と配達
インフラが上げられる。ハイシーズンにはサードパー
ティーによっても配送が実施されており，2014年にはク
リッパーロジスティクス（英国）と ５ 年間の契約を行っ
た。

3 　アマゾンの利用者囲い込み戦略

1994年にジェフ・ベゾスが設立したオンライン書店
のアブラカタブラからスタート。日本市場には2000年
に参入。アマゾンは，2016年12月31日現在，341,400
の労働者（フルタイムとパートタイム）を雇用18）。
2016年の売り上げは約1,360億米ドル。売上高構成は，
北米（米国とカナダ）事業が60%，（北米以外の海外
事 業 が32%， ク ラ ウ ド 事 業 の AWS（Amazon Web 
Services）が 8 %19）。メインとなる売上はデジタル販
売，モノの販売，マーケットプレイス，会員サービ
ス，AWS である。2017年 ５ 月30日には，アマゾンの
株価が一時は1,000米ドルの大台に乗り，その日の終
値で約4,780億米ドルとなり，米国第 ４ 位となった20）。 
その一方で，世界最大の中国市場では芳しくない。そ

こでのアマゾンのシェアは2016年上半期には B-C シェ
アは1.6% で ６ 位に過ぎない21）。アリババが運営する T
モールのマーケットプレイスにも出店22）。その中国市場
でプレゼンスはきわめて小さいといえる。

スタート当初はオンライン書店のイメージが強かった
アマゾンもそのイメージは一掃された感がある。現在で
は圧倒的な販売力と IT 技術をもって流通事業に君臨し
ている。アマゾンの特徴として，社内で活用して成功し
たシステムをビジネスとして社外にオープン化し利用し
てもらうことで利益を上げている点である。このように
アマゾンはプラットフォーム作り，ネットワークの構築
を図って市場制覇を伺っている。ここでは米国のアマゾ
ンの技術を駆使した顧客取り込み戦略とその垂直方向と
水平方向の戦略を見ることとする。

3-1　アマゾンマーケットプレイス
2000年頃から自社の E コマースプラットフォームを

マーケットプレイスとして外部販売事業者にオープン。
日本では2001年からスタート。全世界のアマゾンで販売
されている商品の40% 以上はマーケットプレイスによ
る23）。アマゾンはマーケットプレイスを直接参入してい
ない商品を研究するための手段としても使われている。
アマゾンが取り扱っていない商品が売れ筋となった場合
には，アマゾンがその商品の広告最低価格よりも安い価
格で販売を開始することもあり，それを嫌ってある企業
では一部の商品を除いてマーケットプレイスから撤退し
ている。例えば，ドイツのナイフメーカーのヴォストフ
も小さな取引を行っている小売店を守るために一時撤退
したが，ビジネスチャンスを求めて再び戻ってきている
24）。マーケットプレイスでのビジネスチャンスが大きい
ことを伺いしれるエピソードであろう。

3-2　フルフィルメント・バイ・アマゾン：FBA
アマゾンではフルフィルメントセンターと呼ばれる

物流拠点を世界各地に展開し，それをベースにしたフ
ルフィルメント・バイ・アマゾン（FBA）と呼ばれる
サービスがある。2016年には FBA を通じて世界に20億
点以上の商品を出荷25）。アマゾンマーケットプレイスと
FBA は密接に関連している。アマゾンではマーケット
プレイスに出品者に代わって注文を受け，フルフィルメ
ントセンターから商品の出荷，決済，配送状況や返品を
含む物流システムの一切を代行している。小規模な出店
者はネット通販の物流センター機能をアマゾンに外部委
託することでコストの軽減が可能。このサービスを通し
て，マーケットプレイスからの出荷，料金の徴収までの
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フルサービスを提供し手数料ビジネスとして成り立って
いる。

なお，アマゾンではフルフィルメントセンターの詳細
な情報を明らかにしていないが，米国の MWPVL イン
ターナショナル（サプライチェーンとロジスティクスの
コンサルティング企業）の推計によると2018年 1 月現
在，フルフィルメントセンターを含む物流センターは世
界に530箇所（米：322，英国：61，ドイツ：27，フラン
ス：11，中国：17，インド：45等）で稼動中であるとし
ている26）。日本では，フルフィルメントセンターだけで
15箇所が存在する27）。

シアトル・タイムズ紙によると，フルフィルメントセ
ンターにて約4.5万台のロボットが世界中で稼動中28）。
ドイツ銀行の報告によると，アマゾンが2012年に米国の
ロボット企業であるキバ・システムズ（現アマゾンロボ
ティクス）を 7 億7,500万ドルで買収して以降，同社製
の倉庫用ロボットを活用することで約20% の倉庫運営
費を削減し導入した物流センターごとに2,200万米ドル
ものコスト削減につながっているとされている29）。フル
フィルメントセンターでのロボット導入によるコスト削
減は大きいようだ。

3-3　アマゾンウェッブサービス：AWS
2006年にスタートした AWS は世界190ヶ国で100万の

利用者がある。アマゾンが E コマースを支えるために
社内向けに作ったクラウドを外部に開放したことが始ま
りである。データベースストレージ，アプリケーショ
ン，および他の IT リソースを使った分だけ支払う従量
制料金サービスである。

2016年第 ４ 四半期（2016年10～12月）の AWS の売上
高は前年同期比47% 増の35億3,600万米ドル，営業利益
は同60% 増の ９ 億2,600万米ドル。アマゾン全体の売上
構成は ８ % に過ぎないものの，営業利益は北米市場の
８ 億1,600万米ドルを上回っている30）。日本企業でも既
に10万社以上の企業等が利用している31）。導入メリット
としては，クライアントが自社内に費用のかかる大規模
なコンピューターサーバーを持つ必要がなくなりコスト
削減につながることである。AWS は元々アマゾンの E
コマースを支える存在であり，社外にオープンすること
で大きなビジネスにつながった例である。これからもア
マゾンは持てるプラットフォームのオープン化でビジネ
スにつなげる展開を続けるものと考えられる。

3-4　アマゾンプライム：会員サービス
2005年に米国で始まり2016年現在世界 ８ ヶ国で行われ

ている会員サービスである。米国では年会費は99米ド
ル。アマゾンはプライム会員数を明らかにしていないが
米調査会社のコンシューマー・インテリジェンス・リ
サーチ・パートナーズ（CIRP）の調査によると，米国
での会員数（2017年 3 月末）は8,000万人と見積もって
いる32）。一方，日本でのプライム会員について，週刊東
洋経済は約800万人としている33）。

プライム会員になることで「プライムナウ」や「フ
レッシュ」や「インスタント・ピックアップ」を利用す
ることが可能となる。プライム会員には全米1,000以上
の市と町に百万以上の商品の無料配達，特典として映画
や TV 番組が追加料金なしで見放題のプライムビデオ，
100万曲以上の楽曲を聞き放題のプライムミュージック
等のサービスが充実している。後述のアマゾンキーやア
マゾンダッシュもプライム会員のみの利用となってい
る。
「プライムナウ」では，配達日時指定便のほか，一回

当たりの手数料が7.99米ドルで注文した商品が １ 時間で
届くサービスの利用が可能。なお， ２ 時間以内での配達
は無料。生鮮食品を提供する「フレッシュ」では，月額
14.99（年額179.88）米ドルの追加料金で利用が可能であ
る。40米ドル以上の買物については配送が無料となる。
40米ドルを下回る買物については9.99米ドルの配送料が
追加されることになる。

さらには，2017年にはビジネス向けのビジネスプライ
ム・シッピングを開始した。

無料配送料以外の特典も利用者の囲い込みにはインパ
クトがある。個人顧客の囲い込みだけでなく，ビジネス
版のプライムでは企業の需要をも飲み込んでしまおうと
思惑であろう。これらのサービスは配達スピードアップ
を図った最新技術を活用したフルフィルメントセンター
のネットワークの存在とその拡大によるところが大き
い。

3-5　オムニチャンネル化と受取場所の多角化
書店を破壊してきたアマゾンはネットから実店舗へも

と販路を拡大するオムニチャネル戦略を加速化してお
り，その実例として幾つかのブランドがある。実験中で
あったが一般向けの店舗として2018年 1 月にオープンし
たアマゾンゴー，オンラインで取扱う商品のショールー
ム的なアマゾンブックス，そして，2017年に137億ドル

（約 １ 兆5,000億円）での買収したホールズ・マーケット
があげられる34）。

アマゾンは全米440のホールフーズの店舗を次のサー
ビスの拠点としての活用を見込んでいる。例えば，「ア
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マゾンフレッシュ」や，利用者が商品を注文して15分後
以降に受取が可能なドライブスルー専用スーパーで現在
シアトルに ２ 店舗が展開されている「アマゾンフレッ
シュピックアップ」，「インスタント・ピックアップ」の
倉庫兼受取場所として有効活用が可能と考えられてい
る。コールズ（デパート）の10店舗に出店しており，そ
のプロダクトを展示販売することで実際に消費者が手に
とって試すことが可能となる35）。コールズではアマゾン
の商品の返品サービスもコールズのロサンゼルスとシカ
ゴの店舗で実施している36）。E コマース事業者が実店舗
を持つ意味は測り知れないポテンシャルを抱えている。 

受渡場所の多角化が実店舗とロッカーを活用して利便
性の向上が進んでいる。アマゾンはロッカーの設置や大
学のキャンパス内での受取箇所の設置を進めている。ア
マゾンロッカーは，2011年 9 月にスタートしている。
2017年12月現在，全米50以上の都市に2,000箇所に設置
37）。セブンイレブン等をパートナーとしてロッカーが設
置されている38）。

大学キャンパス内の学生会員を対象にしたインスタン
トピックアップサービスがある。アマゾンで注文した飲
料水，スナック菓子等の商品を 2 分以内に受け取ること
が可能で全米の 5 つの大学で実施されており順次拡大の
予定39）。大学キャンパスに展開するピックアップ拠点は
学生時代からアマゾンに慣れ親しんでもらうことを意識
した囲い込み戦略が明確である。

3-6　IoT を用いた注文デバイス 
PC やスマートフォン等のデバイスとは異なり手入力

で商品のオーダーを行う必要がない。音声認識端末とし
てのアマゾンエコーや自動注文装置としてのダッシュや
ダッシュ・リプレニッシュメント（自動補充サービス）
に注目が集まっている。ダッシュはボタン １ つで買物が
終了し商品が届けられるデバイスである。それを更に
押し進めた装置がダッシュ・リプレニッシュメントであ
る。

アマゾンエコーには AI が音声を認識して情報を提供
するだけでなく買い物をする機能が備わっている。現時
点では，アマゾンエコーについては注文していない商品
まで注文した誤認識や音声認識では注文が出来ない商品
があることが報告がされている。問題の改善がなされる
と利便性は高まりさらなる拡大も予想される。アマゾン
ではスマートフォンの次に来るデバイスである位置づけ
ている40）。

フォーチュン誌によると，ダッシュに登録されたブラ
ンド側はアマゾンに対して １ つのボタン当たり15米ドル

の支払いとダッシュボタンを通じて購入された商品 １
つに付き15% を支払うとしているが，アマゾンはこれ
についてコメントをしていないとしている41）。機器メー
カーも既にダッシュ・リプレニッシュメントに対応した
機器の開発に取り組みを開始。また，アマゾンへの注文
の自動化を巡って利用者の取り込みならずアマゾンによ
る家電メーカーや物流企業へも影響の行使の戦略が見ら
れる。

3-7　ペイメント：決済
アマゾンの決済サービスにはアマゾンペイとアマゾン

キャッシュがあげられる。アマゾンペイの利用者は世界
170ヶ国に3,300万人。アマゾン以外の E コマースのサイト
がそれを採用していれば，アマゾンのアカウントでログイ
ンしてアカウントに登録されている情報で購入が可能と
なる。導入企業にとっても利用者にとっても，決済時の
煩わしさの解消につながっている42）。

アマゾンキャッシュについては銀行口座を持たない
人々にもアマゾンでのショッピングの可能性を開くた
めに考え出されたプリペイド式サービス。米連邦預金
保険公社（FDIC）の調査によると，2015年現在米国の
全世帯の約 ７ % が銀行口座を持たないため43），オンライ
ンショッピング決済の前提となるクレジットカードを所
持していない。アマゾンではその障害を取り除く対策と
して，アマゾンのウェブサイト上でアカウントを作成し
て，提携する CVS ファーマシーやスピードウェイ等の
大規模チェーンの店舗でアマゾン口座に現金で入金する
ことで，オンラインショッピングを可能とするものであ
る。

これらを通してアマゾンのプラットフォームの拡大と
潜在的な利用者の取り込みを見据えた戦略が見てとれる。

3-8　物流
E コマース企業にとっては，注文された商品が消費者

の手元に届くまでのロジスティクスが重要なカギを握る
ことは言うまでもない。物流拠点に優れた AI や IoT 技
術を導入しても，利用者と E コマース企業がオンライ
ンで結ばれても，最終的には消費者に商品が届かなけ
れば絵に描いた餅に過ぎない。物流，特にラストマイ
ルが重要である。現在，アマゾンの物流は主に USPS，
FedEx，UPS 等が担っている。USPS は日曜配達につい
ては2013年からアマゾン向けに特別に日曜配達を行って
いる44）。

アマゾンは，海事事業について2015年にアマゾンチャ
イナという名称で中国と米国間の海上輸送船舶を保有
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せずにフォワーダーとしてのライセンスを取得した45）。
2016年にはアマゾンワンとういうブランドで自社専用の
40の貨物機をリース形式で導入した。輸送力強化のた
めに4,000台のトラックを導入し施設間の輸送の実施も
行っている46）。アマゾンフレックスとして，商品の配達
を時給18～25米ドル，保険料やガソリン代をドライバー
の個人負担で請負う雇用形態を既に全米30以上の都市で
スタートしている47）。ドローンでの配送実験を実施して
おり，物流のほぼ全ての段階を自社で賄う体制の構築を
進めている。

アマゾンはウーバー型の配達方法，輸送トラックの自
動運転やドローンなどの新技術の確立や自社物流の拡張
を行っている。しかし，これが USPS，FedEx，UPS 等
への依存度とアマゾンの売上額の10% とされる運送コ
スト48）引下げのための駆け引きの材料とも受け止めら
れる節もある。

アマゾンは FedEx を買収も可能であり独自のネット
ワークを構築するよりも安上がりであり資金も十分にあ
ると考えているジャーナリストもいるのは事実である49）。
それだけアマゾンのプレゼンスが大きくなっている証と
もといえる。今後は，他の企業に対してインフラとして
輸送を提供することも可能であろう。それによってこれ
らの輸送事業者も脅威に将来はさらされるかもしれない
のである。

3-9　‌�実店舗でのオンラインショッピング管理の特許
2017年 ６ 月にその店舗内において他社の価格をチェッ

ク妨げる特許を取得した。アマゾンを訪れている利用者
がその店舗内で提供している WIFI を通して競合する他
社のウェブサイトのアクセスに他社の商品価格チェック
をブロックするというものである50）。その目的としてア
マゾンが競合他社に先手を打ってそのような技術を独占
して他社がアマゾンへのウェブサイトへのアクセスする
ことを阻止する対策と考えられる。究極の利用者囲い込
みではなかろうか。

3-10　影の側面
アマゾンでは法の抜け穴を使った利益を上げる手法や

国々の労働条件を競わせて物流拠点の配置を行ってい
る。税率の低い国に本社を置き，実際にビジネスで利益
を上げた国には税金を納めていないことや，米国内では
州境を越えた取引には課税されなかったことを利用した
節税が問題視されている。日本でも，2009年に東京国税
局がアマゾンに対して，本社機能の一部が日本にあると
して，約140億円の追徴課税処分にしたが，2010年 ９ 月に

日米当局協議の結果として国税庁の主張は退けられた51）。
アマゾンは労働者に極めてアンフレンドリーな企業

ともいえる。EU 各国で労働争議が起きている。ドイ
ツ，イタリア，フランス，ポーランド等では団体協約や
ディーセントな労働条件等をめぐってストライキが実行
されている。アマゾンは労働組合の組織率の低い国へ，
さらに労働条件の低い所へと拠点を移す戦略もある52）。
このような理由から国際労働組合総連合会（ITUC）は
2014年 5 月には労働者を劣悪な労働環境に置き，納税回
避を行うアマゾンの CEO ジェフ・ベゾスを世界最悪の
経営者として選出している。商品価格の安さは技術開
発，ロボット導入等，また，ウーバー型の配達，労働者
の賃金や労働条件を低く抑えていることも理由である。

アマゾンが独占禁止に抵触するかを巡っては日本や米
国でも動きがあった。日本の公正取引委員会は，2015年
ごろからアマゾンジャパンの行為が独占禁止法に抵触す
るかを巡って調査していた審査を終了するという事例が
あった。これはアマゾンがマーケットプレイスの出品
者との間で，競合サイトに出品する際には，マーケット
プレイスよりも同等かそれよりも安い価格での品揃えを
しないことを出品関連契約で求めたことに端を発してい
た。しかし，2017年 ４ 月に，アマゾン側が公正取引委員
会に，価格の同等条件を取り下げて自発的な措置を速や
かに講じるとして，2017年 ６ 月 １ 日には契約が独占禁止
法に抵触するかの判断は行わなかった53）。

米国連邦取引委員会（FTC）はホールフーズの買収
の買収を承認した。しかし，独占禁止法の専門家は，米
国の8,000億米ドルの食料品小売市場で，全米の食料品
スーパー第10位の規模で，売上げは151億ドル（2016年
度）で約3.5% に過ぎないもののアマゾンによる食品市
場でのオンライン販売独占につながるとして阻止すべき
との指摘もあった。同業他社の買収については厳しい対
応をとっているが，FTC は垂直統合に対しては容認し
ており，ホールフーズ買収は垂直統合に当たる54）。しか
し，今後の推移によっては，アマゾンによる垂直統合の
買収が容易に進行しないように思える。さらにアマゾン
のビジネスモデルとして，ビジネスを行っている国で利
益を上げても納税をしないという方法には今後批判と行
き詰まりがあるのは確実であろう。

４ 　日本の E コマースの発達に伴って顕在化した
物流業界の労働力不足とその対応

ここまでは世界の E コマースの動き，特に E コマー
スの巨人アマゾンを見てきた。時代はまさに物理的なモ
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ノからデジタルへと，そして，モノとデジタルの融合へ
と向かっている。音楽ではレコードが CD に変わり，そ
して，MP 3 の形式で音楽が携帯やコンピュータにダウ
ンロードされる。映画もビデオテープから DVD へ，ビ
デオストリーミングへと変化した。書籍も紙の媒体から
電子書籍に変わり，ダウンロードすれば場所を問わずど
こでも読めるようになった。日本においてもオンライン
店舗と実店舗を融合，注文した商品の受渡場所の多角化
や支払い方法を含めたオムニチャネル化が進んでいる。

しかし，物理的に運ばなければならない商品は生鮮食
料品を含めて増加する一方である。宅配は国民的なイ
ンフラであり，E コマースは宅配によって支えられてい
る。その物流を支える倉庫や物流センターで働く労働者
も，ドライバーも少子高齢化に伴って減少している。長
時間労働で低賃金によりドライバーのなり手がいないと
いう問題に直面している。2020年にはトラック運転手が
106,000人不足55）するといわれ，E コマースの行き詰ま
りも暗示される。

そのため，現在，日本でも物流拠点内での作業につい
ては IT を駆使した自動化が進められている。ラストマ
イルについては，政府も将来を見越してドローンや自動
運転の実用化に向けた整備を進めている。共同配送につ
いての法整備も進めている。ここでは現状どのような対
策が進められているか見てみたい。海外ではダイナミッ
クに進む E コマースにかかわるラストマイルの部分に
ついてドローンでの実際の商業配送やロボットでの試行
が進んでいる。

4-1　物流業界をめぐる労働力不足の現状
E コマース事業者の新たなビジネスやサービス展開に

合わせて，宅配便取扱個数，配達回数も増加の一途をた
どっている。日本の E コマースの規模は2018年には20
兆円産業となると想定されている。2015年には売上高が
１ 兆円を超えたアマゾンの日本でのサービスは2000年に
スタートしたが，同年の日本における宅配便の取り扱
い個数は25億7,400万個で，プライムサービスを始めた
2007年度は33億4,978万個，プライムナウのサービスを
開始した2015年度には37億4,500万個と推移している。
そして，2016年度には39億個を超えた。2007年度から
2016年度まで見ると20% 以上の伸び率である。（図 ６ ）

国土交通省によると，2016年の宅配便の取扱個数
（トラック輸送分）は約39億8,700万個で， ６ 年連続で
過去最高を記録した。このうちヤマト運輸は約18億
6,700万個（全体の46.9%），佐川急便の約12億1,800万個

（30.6%），日本郵便の約 5 億1,300万個（15.9%）を取り

扱っている56）。（図 ７ ）
物流業界ではアマゾンからの取り扱いだけでなくネッ

ト通販の全体からの増加している。宅配便業界は E コ
マース拡大による荷物量や再配達の増加による長時間勤
務で労働環境悪化によって，現状でも大変な人材確保が
より一層困難となっている。

図 7　平成 28 年度宅配便（トラック）取扱個数
（国土交通省調べ）　　　　　　　　

図 6　宅配便取扱個数の推移
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日本ロジスティクスシステム協会の2014年度の物流コ
スト調査報告書によると，売上高に占める物流費の割合
は，米国の9.34% に対して日本は4.7% となっている57）。
それだけ，日本の物流事業者の労働者は低賃金となって
いるということである。

厚生労働省の平成28年賃金構造基本統計調査による
と，トラックドライバーの年間所得額については全産業
平均の490万円よりも約 １ 割低い447万円となっている。
月間労働時間217時間（超過時間を含む）であり，全産
業平均労働時間の177時間と比較して30時間も多くなっ
ている。小型貨物自動車のドライバーの207時間で平均
年収は約399万円と賃金が低くなっていることと長時間
労働であることから。経済の動脈を担うドライバーのな
り手がいないという危機に直面している。（図 ８ ）

図 8　自動車運送事業者（運転手）の就業構造
　　　（注）　国土交通白書　2017　211 ページ　

ヤマト運輸，佐川急便，日本郵便の宅配大手 ３ 社が取
扱個数の90% 以上を占めている。これらの企業はシェ
ア拡大のために荷物量に応じて単価を安くする契約で荷
物の引受量を増やしてきた58）。

ヤマト運輸の宅配便取扱個数は18億6,700万個（7.9%
増）で過去最高となっているが，ヤマト運輸ではネット
通販の荷物の増加に労働力が追い付かずに宅配の危機に
陥ってしまった。そして，ヤマト運輸は ４ 月28日，大口
約1,000社と運賃や荷物引受量の抑制で8,000万個減につ
いての交渉の着手，また，基本料金をサイズ応じて140
円～180円値上を行うことを発表した59）。

物流業界としてはマスコミ報道等により社会的には運
賃の値上げの機運が高まっているが，宅配第一のヤマト
運輸ですら，その取扱総取扱個数の ２ 割をアマゾンが占
めているとされる状況60）では，運賃設定主導権を通販
側に握られており，どのようになるかは不確定であろ
う。

4-2　物流拠点での対応
テクノロジーを得意とする企業にとって物流拠点内の

自動化は自然の成り行きである。作業員が終日歩いて商

品のピッキングをする必要がなくなる。大量の労働者に
代わって自走式のロボットが作業を行い，わずかな数の
オペレーターが全体のシステムの運用。例えば，欧米の
アマゾンでは既に採用されており，作業員のところへロ
ボットが棚ごと搬送され，ピッキングの対象となる商品
情報はディスプレーに表示され，商品をスキャンして
パッケージングを行い限られた人員での効率的に作業が
可能となった。

物流センターでの作業の全てがロボットに任せられる
までに至っていない。最終工程でのロボットによるピッ
キング作業の開発は進んでいるが，ロボットが対象物を
取り出すところにとどまっている段階であり，人の手を
借りなければならない。

4-3　改正物流総合効率化法
2016年に施行された同法では，同じルートを各社のト

ラックが運ぶのではなく，各地域の営業所から配達先ま
でや拠点間を結ぶ路線の配送を企業の垣根を越えて １ つ
のトラックに各社の商品を混載して運ぶことやモーダル
シフトを奨励している。

これによって，税の減免措置や運行経費等の補助など
の優遇措置もはかられている。例えば，神奈川県藤沢市
のネクストデリバリースクエア61），多摩ニュータウンの
団地62），東京都港区の「虎ノ門ヒルズ」63）においては，
これまで宅配事業者が別々に配達していた荷物をヤマト
運輸が集約し一括配達している。鉄道やバスなどの公共
交通機関を活用した取り組みでは，ヤマト運輸は岩手県
や宮崎県の路線バス64）等で，佐川急便は新潟県の第 ３
セクターの鉄道事業者と貨客混載の取り組み65）を行っ
ている。都市部では東京メトロ，東武鉄道，日本郵便，
ヤマト運輸，佐川急便が参加して鉄道の回送列車を活用
した実験を行った66）。

4-4　ラストマイルでの対応
再配達が全体の配達の20% を占めるという統計があ

る。核家族化による一人暮らしの人や共働きの家庭が増
えており平日の日中を不在にする家庭が多い。それにも
関わらず日中の時間帯に対面で配達するビジネスモデル
がはたして時代に合致しているのか，再配達の有料化も
考えられる。また，ポストに投函できないサイズ，配達
される商品の多様化，さらには「好きな時間に自分の都
合の良い場所で商品を受け取りたい」という応えるため
にどのような検討が進められているのかを見る。（図 ９ ）
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⑴　AI と IoT を活用した配達
ウーバー型の配達方式，ライドシェアリング，自動運

転，ドローンが上げられる。実際に米国のアマゾンでは
ウーバー型の配達方法であるアマゾンフレックスで商品
の配達を行っている。ドローンについては，アマゾン，
UPS，ドイツポストはドローンでの配達試行を行ってい
る。アイスランドにおいては既に商業利用が行われてい
る67）。さらに，前述のスターシップテクノロジーズ社は
スイスポストと共同で特定の都市においてロボットでの
食料品や衣料品の配達の実験をおこなっている68）。米国
のドアダッシュ社もスターシップテクノロジーズ社と食
料品等の配達の試行をスタートした69）。

米国バージニア州では初めて米国で配達用ロボットを
合法化。それによると自律的に動作する配達用ロボット
の運用について，運用者側はロボットを常に目の届く範
囲に置く義務はないが問題が発生した場合に備えてリ
モート監視が求められている。また，時速は10マイル

（約16㎞ /h）以下で，荷物の重量も50ポンド（約22㎏）
以下でなければならないとされている70）。

一方，国内ではドローンを利用実験として，国家戦
略特区指定され千葉市でヤマト運輸，楽天，NTT ドコ

モ，イオン，セコム，佐川急便，等が参加して2019年の
実用化をめざしている71）。2017年11月には，ドローンの
実証実験として，長野県で郵便局と道の駅の間で荷物を
運ぶテストを行っている72）。

自動運転を活用した取り組みとして，ヤマト運輸と
DeNA は，荷物を「欲しいとき」に「欲しい場所」で
受け取ることが可能とするオンデマンド配送サービスの

「ロボネコデリバリー」と「ロボネコストア」サービス
の実験を行っている73）。

⑵　受取箇所の多角化
海外でも配達箇所の多角化が進んでいる。フランス

のネオポストは各地にオープン型の宅配ロッカーのネッ
トワークを構築しサービスを展開している。自動車トラ
ンクの宅配ボックス化については，2015年にアウディと
DHL と組んで試行を行っている。現在は，DHL がフォ
ルクスワーゲン等と共にパイロットプログラムを現在
行っている。UPS はクリーニング店やコンビニエンスス
トア，薬局等，約8,000以上の小包アクセスポイントを設
置した。74）。2017年末までに FedEx は小包の発送場所
と受取場所を全米8,000箇所の Walgreens に拡大するこ
とで同社と合意75）。英国では，HubBox 社が薬局やドラ
イクリーニング店でパッケージの受け渡しサービスを
行っている76）。アマゾンは2017年11月からプライム会員
向けのサービスで留守中でも家に荷物が届くアマゾン
キーをスタートさせた。ウォルマートでも同様サービス
で留守宅の冷蔵庫に生鮮食料品を配達サービスの試行中
である。留守宅の中へ配達がどの程度の利用があるかに
ついて注視する必要がある。

受取箇所の多角化について，日本においてもアマゾ
ン，楽天，日本郵便，ヤマト，等が取り組みを進めてい
る。環境省と国土交通省は2017年度予算に企業の枠を超
えて各社が利用できるオープン型の宅配ボックスの設置
費用として ５ 億円を措置している77）。配達ボックスの設
置は，コインランドリー，駅，マンション等多岐にわ
たっている。ヤマト運輸は PUDO（オープン型宅配ロッ
カー）を2018年 ３ 月末までに １ 都 ３ 県を中心に約 3 ，
000台の設置を明らかにしている78）。日本郵便でも「は
こぽす（日本郵便と楽天が開発で郵便局に設置）」を全
国の160箇所以に設置している79）。楽天ボックスは楽天
が設置している「受け取り専用」のボックスである。
住宅に設置用の E コマース対応大型ポストの Qual（ク
オール）がある。以上のように E コマース事業者，物
流事業者，住環境メーカーが配送先の多角化や再配達に
頼らない取り組みが進んでいる。

図 9　宅配完了までに要した再配達回数
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⑶　再配達の有料化
実際に，西友が2017年 ４ 月 ４ 日からインターネットで

注文した商品の再配達を400円として有料化している。
再配達しても受け取り拒否を場合には400円としてお
り，計800円をクレジットカード決済か代金代引きで決
済となる80）。

再配達の有料化について株式会社 BCN が2017年 ５ 月
２ 日に，20代～50代の男女1,126名を対象にした宅配便
に関する調査では，「 １ 円も払いたくない」が52.2%，

「 １ 円～100円まで」が19.3%，「101円～300円まで」が
19.2%，「301円～500円まで」が6.3%，「501円以上」が
3.0% と回答しており，半数以上が再配達の有料化に賛
成でないことがわかる。（図10）仮に再配達が有料化さ
れたとしても，支払ってもよい金額として「 １ ～100円
まで」が高い割合を占めており，再配達を有料化して
も，高い料金設定は利用者の減少に繋がる恐れがあるこ
とを示している81）。西友の再配達の有料化について他社
も追随するのではと考えもあるが，このアンケート調査
の結果と買物先の多い選択肢の中で再配達は無料と考え
る消費者に受け入れられるか，消費者の目は厳しい。

出展：BCN 実施の意識調査　2017 年５月調査（BCN Retail）
図 10　再配達による手数料支払い許容範囲

⑷　配達のポイント付与
ポイントの付与については，楽天と日本郵便が共同

で実施しており日本郵便の配送を利用しているネット
ショップが対象となっている。荷物を １ 回で受け取った
ユーザーにポイントを付与し，宅配ロッカーやコンビニ
店頭受取などを利用して商品を受け取った場合もポイン
トの対象としている82）。

その他の事業者との取り組みでは，日本郵便は通販・
EC サイトから差し出されるゆうパックを郵便局，コン
ビニエンスストア，宅配ロッカー「はこぽす」で受け
取った顧客が「Pontaポイント」，「WAON POINT」，「d
ポイント」，「エコ・アクション・ポイント」を付与する
期間限定（2017年 4 月25日から 9 月末，2017年10月 1 日
から2018年 3 月31日まで）の取り組みを行っている83）。

⑸　同時性の解消
配達では宅配員と受取人が対面して受け渡しをすると

いう仕組みになっているが，現在の社会環境に合致して
いるとは考えられない。日本郵便ではポスト投かん型へ
の力を入れている。インターネット通販事業者向けに，
2014年 ６ 月から取り扱いを始めた「ゆうパケット」は対
面式ではなくポスト投かん型84）で，再配達の必要がな
くなる。対面式のゆうパックよりも料金は安く設定され
ているため順調に取扱個数が推移している。

５ 　まとめ：新たなビジネスモデル

利便性の高まる世界の E コマースの現状，消費者へ
の受け渡し場所の多角化を巡る世界と日本の動き，最新
技術と発想力を兼ね備えた海外の巨大 E コマース企業
の実態を探った。2015年の世界人口73億人中14億人が利
用しているに過ぎないが，PC やスマートファン等の端
末の一層の普及が見込まれる中，E コマース企業のみな
らず，オーダーした商品を輸送する事業者にとってもビ
ジネスチャンスは大きい。

E コマース企業と一括りにしてもオンラインがメイン
の企業，実店舗がメインの企業も混在しており，実店舗
を代表する世界最大のウォルマートのような企業であっ
てもそのビジネスモデルの苦戦により，E コマース関連
企業の買収等を通して E コマース分野の強化を図りつ
つある。しかしながら，実店舗が主体の企業には実際に
商品に触れて体験するという良さが備わっている。伝統
的な商業企業では実店舗で培ったスキルをデジタル化し
て顧客サービスにつなげている例もある。その １ つとし
て 3 D スキャナーで利用者の体形を測り，そのデータを
用いて店舗内で衣料品の買い物を可能とさせるサービス
がある。

着実にネットと実店舗の融合が進んでいる。新興の E
コマース事業者はオンラインでの販売のみならず，実店
舗を持つ事業者との連携や実店舗事業者の買収，独自の
店舗の開設によって消費者との距離を縮めている。ま
た，伝統的な実店舗企業も E コマース企業も，多様な
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販売チャネルを通じて販売する方向にある。
これによって消費者はオンライン販売と店頭販売の双

方の体験が出来るオムニチャネル化，配達場所，受取場
所の多角化，そして E コマースに欠かせない決済方法
も利用者の実態に応じて多様化している。

企業研究として採り上げたアマゾンの動向からも目が
離せない。今やアマゾンは企業の経営規模も大きく業界
の基準セッターとしての巨大な力を持つにいたってい
る。アマゾン CEO のジェフ・ベゾスのアイディアとし
て「顧客第一主義」，「どんなモノでも買えるお店（エブ
リィシング・ストア）を作る」，「あらゆるモノをあら
ゆる場所で売る」，「オンラインショッピングからあらゆ
る不便をなくし，製品やサービスを効率よく顧客に届け
る」が上げられる。CEO のアイディアに沿って垂直・
水平方向にビジネスを拡張展開し一定方向に収斂させて
いるのは明白である。

その一環として，社内向けに構築したシステムを社外
に開放したサービスとして AWS や FBA があり，アマ
ゾンの稼ぎ頭に成長している。これまでのアマゾンのビ
ジネス手法から想像すると，それらに続くと思われるの
がアマゾンゴーやアマゾンロッカーや物流ではないだろ
うか。2018年 1 月に一般向けにオープンしたアマゾン
ゴーは，レジのいらない店舗の実用化後には自社の実店
舗での活用だけでなくそのノウハウを外部に売り出し
て，レジなし店舗の分野での市場支配を考えている可能
性もある。商品の受け渡しに活用されているアマゾン
ロッカーも外部事業者から料金を採ってオープンにする
こともあり得るのではと考える。

さらには，注文デバイスとしてアマゾンが開発した
ダッシュ・リプレニッシュメントが普及すると，家電
メーカーは生き残りを掛けてアマゾンの規格に合った商
品の投入を行うためアマゾンによる家電メーカーへ覇権
が強まる可能性も高い。また，注文した商品の配送を行
う輸送事業への影響力もより一層強まると考えられる。

E コマースの発展によりロジスティクス企業に膨大な
物量の宅配物がもたらされているが，米国や日本の事
例からも，その関係が必ずしも友好的な WIN・ WIN や
GIVE & TAKE の関係にあるかというとそうではない。

米国のアマゾンは，物流事業者や倉庫事業者等のロジ
スティクス事業者が得意としてきた物流センターでの仕
分け作業，航空貨物，海上輸送等，ウーバー型の配達の
実行など，ラストマイルまでのシームレスなモノの流れ
を自前に対応できる体制を最新技術の活用で進めている。

そのネットワークの外部へのオープン化もこれまでア
マゾンが辿ってきた方法を見ると否定できない。そし

て，ビジネスパートナーとして配達や配送を行ってきた
UPS，FedEx，USPS が競争相手になりうるのではない
だろうか。日本のヤマト運輸の実例を見て分かるよう
に，圧倒的に市場を占有している事業者でも運賃設定が
思うように行かなくなっている。パートナーとはいえ常
に緊張関係を持つ競争相手であり，E コマース企業との
共存はまさに紙一重であるとも言える。

囲い込み戦略として，アマゾンは利用者がプライム年
会費を払うことを無駄と思わせない特典を採用してい
る。利用者の囲い込みのためには若い頃からの浸透が必
要である。これが学生版のアマゾンプライムのアマゾン
スチューデントである。このメンバーであればインスタ
ント・ピックアップが利用できる。

他社への利用者の流出を防ぐための実店舗でのオンラ
インショッピングの管理の特許取得は，どのような利用の
され方があるのか明確ではないようだが囲い込みの最た
る例ではなかろうか。アマゾンはドローンでの配達中に獲
得した画像データから販売できる商品やサービス提案を
するシステムの特許を申請中である85）。この申請が認めら
れるかどうかは別にしてもアマゾンの特徴がよく出ている
エピソードである。

アマゾンは同社の持つあらゆるプラットフォームを商
取引に欠かせない「経済的なインフラ」にすることで，
利用者の囲い込みと E コマースの支配的なポジション
の確立を狙っている。また，顧客の利便性のために，ア
マゾンはEコマースで蓄積されたノウハウとロジスティ
クス，支払方法を全てリンクさせており，最終的にはア
マゾンの提供するサービス内で生活が完結する社会の構
築を目指しているようである。

このようにみるとプラットフォームを構築した者が最
終的には市場の覇権を握れるのではないだろうか。E コ
マース企業は世界の名だたるロジスティック企業買収も
資金的には問題のない時代に来ている段階である。ホー
ルフーズの買収額はアマゾンの時価総額の ３ % にも満
たない137億米ドルで実施された。先に述べた FedEx
社の時価総額は552億6,100万米ドル（2017年 8 月19日現
在）でアマゾン時価の12% となっている。アマゾンに
よる巨大物流企業の買収もはたしてあり得るのか目が離
せない。

アマゾンの CEO のジェフ・ゾベスの個人の投資や出
資先として代表的なものに2013年に買収したワシント
ンポスト社がある。さらには，グーグルにもウーバー等
のそうそうたる企業名も上がっている86）。ジェフ・ベゾ
スは，現在は利益を産まないが将来性の高いドローンを
進めている。さらには宇宙開発にも積極的に関与してい
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る。これから何かが起きるか目が離せない。矢継ぎ早に
出てくる新たなサービス。やはり経営の速度が速い。し
かしながら，価格を抑えようとするために，労働条件の
緩い国での拠点配置や節税などの反社会的な行為も行わ
れており CEO のジェフ・ゾベスが世界最悪の経営者と
して選出されている事実も見逃せない。

労働力不足の観点からは，倉庫内作業や配達の自動
化，受取場所の多角化が E コマースの興隆に応じて必
要となっている。労働集約産業あるためある程度の自動
化は AI や IoT を用いて可能となる。現在のところ，物
流拠点での自動化は進んでいる。最終的なピッキングに
はついては，ロボットは人間がプログラミングしたこと
は確実にこなすことができるが，状況や条件に応じて臨
機応変に動くことが出来ない弱点があり人間が行わざる
得ない現状であるという。

日本では働き世帯の増加やライフスタイルの変化など
により再配達となる割合は物流量の ２ 割を占めている。
受取場所の多角化が求められている。英国の HubBox
という企業では利用者が1.95ポンドの料金を払えば契約
するコンビニや薬局そしてドライクリーニング店で受取
を可能とするサービスが広がりつつある。アマゾンキー
では留守中の家の中まで配達が米国では始まっている。
海外では自動車のトランクへの配達の実験を行っている
ところもある。留守の家の中までの配達とはいわないが
日本では配達物の受取先として配達ボックスやコンビニ
が対象に上がってきているが利便性のためには，より身
近なところで受取が可能な場所を広げることが必要であ
ろう。

小型の自走式のロボットによる配達の技術開発はすす
んでおり，アメリカではロボットがピザやファースト
フードの配達に用いられている。アイスランドでは商業
化されたドローンでの輸送サービスがすでにスタートし
ている。最新技術の活用で人手不足を解消の可能性も広
がるのではないか。

今後のビジネス展開で物流業界として必要なことは E
コマースのような川上の産業へのアライアンスや資本提
携を通して，多角化を進める方がよいのではないかと考
える。物流企業の強みの一つはラストマイルにあると考
える。現在，多くの企業はデータの収集に懸命である。
個人情報等のクリアしなければならない課題もあるが，
ラストマイルを実施する企業は配達途上で多くの情報の
入手が可能である。配達に付随する部分に着目して，例
えば，人間の配達員，ロボットやドローンが配達で上空
からや地上であらゆる収集した情報でビジネスの幅を広
げることも可能である。

近々の課題としては，受取場所の多角化は E コマー
ス企業から仕事を受注する上でも重要である。現在のと
ころ，E コマースからの物量が増えているが，E コマー
ス企業独自のラストマイルへの取組み次第では物流企業
への発注の減少もあり得ないことはない。アマゾンは産
業分野を越えて川上川下へとそのビジネス領域を拡大し
ている。その過程で競合する部分も出てくるはずである
が受取場所の多角化の開発が重要なポイントであろう。
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